
電気やガス、石油、鉱山といった社会インフラ

は、私たちの経済や生活の基盤であり、それを

支える現場で働く方々は、私たちのあたりまえを

支える、無くてはならない存在です。

しかし、我が国の人口が減少局面を迎える中、

今後社会インフラを支える現場の方々が足りな

くなるとの試算があり、このままでは我が国の産

業競争力や地域のインフラ基盤が失われてしま

うおそれがあります。

日本成長戦略においても、労働供給制約下にあ

る中、17の戦略分野を支える建設を始めとした

社会インフラ関連分野を含め、現場人材から高

度人材に至る幅広い人材の育成・確保や、省力

化を含めた生産性向上に向けた取組を進める

ことが極めて重要であるとの考えが示されてい

ます。

こうした動きを踏まえ、経済産業省では、現場

ファースト運動（Frontline First Initiative）を立

ち上げます。

この取組は、社会インフラに関わる幅広い関係

者が参画し、今後の我が国の社会インフラが抱

える課題を共有し、現場の技術導入や人材確

保・育成に投資を着実に行い、技術で代替する

業務、人と技術が協調する業務、人が行う業務

の３つを組み合わせて効率的・持続的に社会イ

ンフラを支えていくべく、官民が一丸となって行

う取組です。

本冊子は、同運動の最初の一歩として、発注者

と協力会社の垣根を越えた取組例と、既にある

支援制度を紹介するものです。

取組の内容は、引き続き、ポータルサイトも用い

てお届けします。

現場ファースト運動のポータルサイトは、社会イン

フラを支える現場の取組を広く伝えるための情

報発信の場です。関係者の人材確保・育成や技

術導入を促進すべく、好事例や中長期的なアク

ションプラン、関係省庁の支援制度の紹介等を

行っていきます。

ポータルサイトの正式公開に先立ち、現場ファー

スト運動の立ち上げに関するティザーサイトを作

成しております（以下QRコード参照）。現場ファー

スト運動への参画を希望される企業様は、ティ

ザーサイトより参画の意向表明を行っていただ

けますと、後日事務局より正式な参画に関するご

案内をさせていただきます。

ポータルサイトが現場を担う皆様、次世代を担う

皆様にとって有意義なものとなり、

皆様の取組の後押しとなるよう

整備を進めてまいります。

◉今後の人口減少社会を見据え、
社会インフラを支える現場に対し、
発注者や協力会社、官民といった
垣根を越えて一丸となって人的・物
的投資を行う取組です。

1
◉現場を支える一人ひとりが誇りを
持って働き続けられるための処遇改
善や次世代の担い手を育成するた
めの業界単位での教育体制の確
保、働きやすい職場環境を作るため
のAIやロボットといった技術の導入
などを行っていきます。

2
◉また、イベントやポータルサイトを
通じ、好事例の横展開や広報活動
等を実施し、業界全体や業界横断
での取組に繋げていきます。

3
これからの時代、インフラの「質」のみならず、そ

れを支える現場の「持続性」と「生産性」が、我が

国の競争力と国民生活の安定を左右する重要

な鍵となります。人口減少が進む中、これまでと

同じ方法で社会インフラを維持し続けることは難

しくなります。限られた担い手で質の高いインフラ

を維持し、そのコストを適切に抑えていくことは、

将来世代を含めた国民一人ひとりの負担を左右

する重要な命題です。

現場ファーストとは、現場に負担を求め続けるこ

とではありません。現場で働く方々がより安全に、

より長く活躍できるよう、技術の力で現場を支え

ることです。特に中堅・中小企業の皆様にも、技

術による補完・代替を積極的に取り入れ、次世

代に選ばれる産業づくりを進めていただきたいと

考えております。

皆様の働く現場が日本経済、国民生活を支える

フロントラインであり、経済産業省は、国土交通

省をはじめとする関係省庁と連携し政府全体と

して、制度・予算面での支援はもとより、優良事

例の横展開や情報発信を通じ、皆様を全力で後

押ししてまいります。ティザーサイトはこちら

経済産業省 大臣官房 産業保安・安全グループ

例えば、以下の取組に関して、課題整理、優先順位付け、原案の策定等を行う。また、関連した調査等を
本運動に参画する企業、団体等に対して実施する。

情報共有・発信機能

 ※経済産業省に設置

人材確保・育成（現場の処遇改善、リスキリング等）

○ 建設業の人材評価の仕組みを念頭に、職種・技能レベルの設定やそれに見合う報酬体系を整備
○ ベテランの技能承継や技術を扱う人材等の確保・育成
○ 人材開発支援助成金や教育訓練給付金等の制度活用

省力化･労働環境改善技術の導入支援と制度の見直し

○ 中小企業への省力化技術の導入支援の活用に向けた取組
○ 効率的な業務の在り方や技術の成熟度等を踏まえた保安関連制度の見直し

社会インフラに関わる業界団体や経済産業省等の官民の
トップが一堂に会し、社会インフラの安全確保に関する課題や

今後の方向性について共通認識を醸成。

関係者の取組の推進につながる情報を
中心に周知等を行う。

テーマ別検討会

検討結果の共有
業界や会員企業等へのニーズ調査
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